


序　　　　　　文

　ジョルダン・ハシェミット王国の人口は 1950 年代には 60 万人でしたが、種々の要因により、

高い率での人口増加が続いています。世界人口白書（1999年版）によると1999年の同国人口は

約 650 万人、そして現時点での増加率（年率 3.0％）が維持された場合、2025 年には 1,200 万人

を超えるであろうと推計されています。

　ジョルダン・ハシェミット王国家族計画・ＷＩＤプロジェクト（フェーズⅠ）は、家族計画従

事者や女性指導者の人材育成、ＷＩＤ配慮を行いつつ、モデルエリアにおける総合的な家族計画

の実施が推進されることを目標に、1997年７月１日から2000年６月30日まで３年間実施されま

した。同プロジェクトは1999年11月に派遣された終了時評価調査団により、ジョルダン国内で

最も保守的かつ貧しい南部地域のモデルエリア（カラク県南ゴール郡）において、おおむね所期

の成果を収めたことが確認されました。ジョルダン政府はさらにカラク県全体において家族計画

の推進や女性の社会参加に重点をおいたフェーズⅡを要請してきました。

　この要請を踏まえ、2000年５月12日から５月20日までの日程で、ジョルダン側関係者とプロ

ジェクト実施計画を協議し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）を締結することを目的に、国際協力事業団は

当事業団医療協力部医療協力第二課長　橋口道代を団長とした実施協議調査団を派遣しました。

本報告書は、この調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査にあたりまして、ご協力を賜わりました関係各位に対し、深甚なる謝意を表しま

すとともに、今後の本プロジェクトの実施・運営に対し、一層のご協力をお願いいたします。

　2000 年５月

国 際 協 力 事 業 団
理 事 　 阿 部 　 英 樹
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１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ジョルダン・ハシェミット王国（以下、ジョルダン）は合計特殊出生率、人口増加率ともに高

く、1950年代には60万人であった同国人口は1999年には650万人に達し、現在の増加率のまま

推移した場合、2025 年の時点では 1,210 万人になると推計されている。

　ジョルダン人口指標

　　　人口（1999 年） 6.5 百万人

　　　年平均増加率（1995 ～ 2000 年） 3.0 ％

　　　合計特殊出生率（1995 ～ 2000 年） 4.86

　　　推計人口（2025 年） 12.1 百万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：世界人口白書 1999 年版）

　急激な人口増加の背景には、過去には中東戦争に伴うパレスチナ人の流入や、1990年初頭に勃

発した湾岸戦争後のクウェイト国をはじめとする国外居住者の大量帰還があるが、文化的、宗教

的には、女性が早婚、多産の傾向にあるということも大きな要因としてあげられている。

合計特殊出生率（total fertility rate ＝ＴＦＲ）：１人の女性が生涯に生む平均子供数

　ジョルダン政府は高い人口増加率抑制のため、女性の社会参加（ＷＩＤ）への配慮のもと家族

計画を推進することを目的とした協力の要請を、1994年日本側に提出した。同要請を受けて1997

年７月から国家人口審議会（National Population Commission：ＮＰＣ）およびジョルダン人間開

発基金（The Jordanian Hashemite Fund for Human Development：ＪＯＨＵＤ）を実施機関とし

て、同国南部のカラク県南ゴール郡をモデル地区とし、同地域における母子保健センター（保健

省）機能の拡充、ＪＯＨＵＤによる女性の地位向上プログラム実施への支援、家族計画従事者の

育成、ＮＧＯ（ＪＯＨＵＤ）と政府機関（ＮＰＣ、保健省）の連携強化等を主要課題として、３

年間の協力を実施した。1999年 10月のプロジェクト終了時の合同評価調査では、南ゴール郡で

のプロジェクトの効果が確認されたが、ジョルダン側はさらにプロジェクト地域をカラク県全体

に拡大し、協力の継続を要請してきた。同要請に基づき、今般プロジェクト計画の細部を協議す

るために実施協議調査団が派遣されるに至った。
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日

１ ５月12日 金

２ ５月13日 土

３ ５月14日 日

４ ５月15日 月

５ ５月16日 火

６ ５月17日 水

７ ５月18日 木

８ ５月19日 金

９ ５月20日 土

　　　移動および業務

移動　成田発（NH205）―パリ着

移動　パリ発（AF672）―アンマン着

表敬訪問および打合せ会議
　ＪＩＣＡジョルダン事務所
　計画省（ＭＯＰ）
　保健省（ＭＯＨ）
　国家人口審議会（ＮＰＣ）
　ジョルダン人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）
プロジェクトチーフアドバイザーとの打合せ

第１回会議

第２回会議

第３回会議

Ｒ／Ｄ署名
ジョルダン事務所への報告
在ジョルダン日本国大使館への報告

移動　アンマン発（AF677）―パリ着
移動　パリ発（NH206）～

成田着

１－４　主要面談者

（1）ジョルダン側関係者（英文）

1）計画省（Ministry of Planning）

Dr. Nael Al-Hajaj Director, Multilateral Department

１－２　調査団の構成

　　　　　担当　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　所　　属

団長　　総　　括　　橋口　道代 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課課長

団員　　産　　科　　箕浦　茂樹 国立国際医療センター産科医長

団員　　母子保健　　立山　恭子 元カイロ大学小児病院プロジェクトリーダーおよび同大

学看護学部プロジェクトチーフアドバイザー

団員　　業務調整　　野田　修治 財団法人日本国際協力センター派遣職員
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2）国家人口審議会（National Population Commission）

Dr. Mohamed N. El Sarayrah Secretary General

Mr. Abdul R. Ma’aytah Demographer

Mr. Abed Malkwai Population

3）保健省（Ministry of Health）

Dr. Zaid Al-Kayed Secretary General

Dr. Mohammed Batayneh Director of Maternal and Child Health

Dr. Serien Mismer Asst. Deputy Director of Maternal and Child Health

Dr.Abdullah Shawaureh General Director, KARAK Directorate

4）ジョルダン王国人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）

Ms. Shadia Nusseir Executive Director, Advisor to HRH Princess Basma Bint Talal

Mr. Munif Abu Reesh Director, Social Development Department

Ms. Evelyn Zakhary Director, External Relation Department

（2）日本側関係者

1）在ジョルダン日本国大使館

松　本　紘　一 特命全権大使

2）ＪＩＣＡジョルダン事務所

矢　部　義　夫 所長

蔵　方　　宏 次長

岩　井　雅　明 所員

3）家族計画・ＷＩＤプロジェクト（フェーズⅠ）

佐　藤　都喜子 チーフアドバイザー

野　崎　威三男 調整員

山　口　　斌 長期専門家（ＭＣＨセンター機能強化）

原　田　陽　子 長期専門家（ＷＩＤ）
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２．討議議事録（Ｒ／Ｄ）協議の経緯と結果

　５月 15 日～ 17 日の３日間、Ｒ／Ｄやプロジェクト暫定実施計画等についての協議を行った。

ジョルダン側からプロジェクトプロポーザル（附属資料３）について説明がなされたのち、調査

団側からＲ／Ｄ案を説明した。Ｒ／Ｄ案に従って項目ごとに内容の確認を行った。協議の主なポ

イントは以下のとおり。また、合意したＲ／Ｄや暫定実施計画等は附属資料１および２のとおり。

（1）協力期間

　プロジェクトプロポーザルでは２年の協力期間が要望されていたが、協議の席上、ジョルダ

ン側から準備期間や協力活動内容に鑑み、プロジェクト期間を３年間にしたい旨要請された。

調査団としてもその妥当性を認め、ＪＩＣＡ本部（および外務省）の了承を得たうえで協力期

間を３年間とした。

（2）プロジェクト実施地域の拡大

　プロジェクト実施対象地域（フィールド）がカラク県南ゴール郡からカラク県全体に拡大さ

れるのに伴い、カラク県の General Director, Karak Health Directorate がプロジェクトに協力す

ることが確認された。

（3）保健省のＲ／Ｄ署名について

　ジョルダン側実施機関が、国家人口審議会（ＮＰＣ）、ジョルダン人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）

およびＭＯＨの３機関となることを確認。特に、ＮＰＣは executing agency としてプロジェク

ト実施上の取りまとめの責任を負うこととなる。フェーズⅠではＮＰＣのみがＲ／Ｄの署名者

となり、ＭＯＨは証人（witness）としての署名にとどまり、ＪＯＨＵＤは署名に加わらなかっ

た。フェーズⅡでは３者の積極的なプロジェクトへの関与、そして保健活動、啓蒙活動、収入

創出活動に包括的に取り組む必要性が認識されていることもあり、３機関ともにＲ／Ｄに署名

を行い、おのおのの主体的な参画を確認した。

（4）ジョイント・コーディネーティング・コミッティーについて

　ジョイント・コーディネーティング・コミッティーはプロジェクト運営の最高決定機関とな

り、ＮＰＣの secretary general を議長とし、ＭＯＨの secretary general（次官）および／または

director of MCH（母子保健部長）、ＪＯＨＵＤの executive director、日本側からプロジェクト

リーダーおよびＪＩＣＡジョルダン事務所の代表者をメンバーとすることを確認した。
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（5）テクニカル・マネジメント・コミッティーについて

　保健活動、啓蒙活動、収入創出活動に包括的アプローチをもって取り組むには、３実施機関

の連携が必要であるが、プロジェクト実施上の調整機能を担う委員会としてテクニカル・マネ

ジメント・コミッティーを設置し、各実施機関のプロジェクトマネージャーならびに日本側プ

ロジェクトリーダーをメンバーとして開催することが確認された。

（6）暫定実施計画（ＴＳＩ：tentative schedule of implementation）

　プロジェクト活動ごとの実施計画について協議し、活動時期の大枠をミニッツをもって確認

した。

（7）専門家およびカウンターパートのＴＯＲについて

　専門家およびカウンターパートの適切な配置のため、専門家およびカウンターパートの

ＴＯＲおよび望ましい資格要件を明確にするためにジョルダン側の準備した案に基づいて確認

した。ＴＯＲや資格要件はあくまでも目安とし、それに縛られるものではないが、双方とも専

門家の派遣、カウンターパートの配置について努力していくことが確認された。

（8）プロジェクト予算

　ＪＩＣＡのプロジェクト予算がジョルダン側に示されず、活動計画策定に支障があるという

指摘がＪＯＨＵＤからなされた。ＪＯＨＵＤの説明によると、フェーズⅠでの活動計画を策定

した際、ＪＩＣＡ側のプロジェクトとしての年間予算が示されず、活動の規模を決定しにく

かったということであった。調査団から日本のプロジェクトに関連して予算制度を説明し、た

とえばセミナー開催などプロジェクトの活動項目ごとの年間予算については専門家とコミュニ

ケーションを図るよう依頼した。
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３．プロジェクトの基本計画

　実施協議調査団派遣に先立ち、2000年４月にＰＣＭ（Project Cycle Management：プロジェク

ト・サイクル・マネジメント）手法の短期専門家を派遣し、本プロジェクト計画のためのＰＣＭ

ワークショップを開催、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の案をまとめた。こ

のＰＤＭ案に基づき、プロジェクトマスタープランを作成し、協議のなかで確認した。

ＰＣＭワークショップの概要は附属資料４のとおり。また、ＰＤＭは附属資料５のとおり。

（1）上位目標の内容

（最上位目標）

　ジョルダンの人口増加率抑制への努力に貢献する。

（上位目標）

　カラク県の合計特殊出生率が低下する。

（2）プロジェクト目標

　対象地域での家族計画の実践が増加する。

（3）成果

①ＣＤＣ（Community Development Center）のスタッフ、ボランタリーコミッティー、ローカ

ルマネジメントコミッティーの能力が強化される。

②女性や家族計画に関して社会的に肯定的な態度がとられるようになる。

③保健省の母子保健、リプロダクティブ・ヘルス、家族計画のサービスが強化される。

④経済活動参加により女性の地位が向上する。

⑤モニタリング、評価が実施される。

⑥国家人口審議会（ＮＰＣ）、保健省、ジョルダン人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）のカウンター

パート、関係職員の能力が向上する。

（4）活動

①・ローカルマネジメントコミッティーを設置する

・コミュニティーサポートチーム（ＣＳＴ）を構成する

・ＰＲＡ（Participatory Rural Appraisal）についての研修を行う

・ＰＲＡを含むベースラインサーベイを行う

・ＣＳＴに必要な訓練を行う
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・ＣＤＣスタッフや現地関係機関の能力を向上する

②（新対象地域について）

・ＫＡＰ（Knowledge, Attitude and Practice）調査など参加型調査を行う

・ＣＳＴに啓蒙のための研修を行う

・コミュニティーリーダーをアドボカシーとして動員する

・ＩＥＣ（Information, Education and Communication）教材を制作する

・啓蒙セミナーを実施する

・家庭訪問を行う

　（南ゴール郡について）

・プロモーターにリフレッシュトレーニング（コミュニケーション、家族計画、ジェンダー、

リプロダクティブ・ヘルス）を行う

・啓蒙セミナーを実施する

・家庭訪問を行う

③・母子保健センターのインベントリーを確認する

・プロジェクト目標に沿った研修を実施する

・母子保健センターの基準を作成する

・現存のフォームを活用して、母子保健センターと病院間のリファーラルシステムを確立す

る

・ＰＲＡを実施する

・ＣＳＴが家族計画やリプロダクティブ・ヘルスに関して啓蒙やカウンセリングを行う

・患者一人一人のためのカウンセリングファイルを作成する

・月ごとの統計報告を出す

④・ＰＲＡにより地域住民のニーズ調査を行う

・収入創出のための研修を行う

・企業開発の研修を行う

・ベネフィシャリーを選定する

・資材、機材の供与

⑤・既存のモニタリング、評価システムを改善する

・定期的にプロジェクト活動をモニターする
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・プロジェクト終了時に成果評価を行う

・全国にプロジェクト成果を共有する

⑥・日本側専門家によりオンザジョブトレーニングを行う

・専門家、コンサルタント等によりカウンターパートへのセミナーを実施する

・カウンターパートを日本での研修に参加させる

・技術交換を行う
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４．プロジェクト実施上の留意点

４－１　実施体制

（留意点）

（1）３年のプロジェクト期間としたが、活動を軌道にのせるためにも３カ月程度の準備期間を設

定しており（2000 年７月～９月）、第２フェーズの詳細計画、ローカルマネジメントコミッ

ティー組織化などの体制整備、ベースライン調査などを行う必要がある。

　また、プロジェクト初年度（2000 年７月～ 2001 年３月）の活動を十分に行うためにも、専

門家、研修員、機材といった各プロジェクトコンポーネントの計画を早めにたて、実行に移し

ていく必要がある。

（2）本プロジェクトは啓蒙活動、保健活動、収入創出活動の３つのコンポーネントを組み合わせ

たアプローチをとっており、また３機関の協調体制の下、実施していくこととなる。今回の協

議においてはこれら実施機関の協調体制、それぞれの機関からの本プロジェクトに対するコ

ミットメントは確認できたが、今後とも詳細計画策定、実施に際して３者間でのコーディネー

ションが必要である。（ex.第２フェーズではプロジェクト活動をカラク県全体に拡大すること

となっているが、３つの活動が統合して行うことが可能な拠点を選択していく必要がある。）

　保健省の本プロジェクトに対するコミットメントが問題となっていたが、本省からカウン

ターパートが配置される予定であり、本省とカラク県との連携が期待できる。

（3）適切な専門家のリクルートが今後の課題となるが、活動内容（ＴＯＲ）、クオリフィケーショ

ンに基づいたリクルート、専門家候補者に対する詳細説明が必要である。候補者に対して、専

門家の一時帰国時などを活用したプロジェクトの説明を行い、長期専門家については可能であ

れば事前に短期専門家として派遣し、事前に状況を把握したうえで長期派遣につなげることが

望ましい。

（4）本プロジェクトではカラク県全体を対象地域としているが、同県には３名の青年海外協力隊

員を派遣中である。特に保健婦隊員と助産婦隊員は本プロジェクトとも関連のある分野・機関

で活動中であるため、十分に連携をはかりながら活動を展開していくことが望ましい。

（5）プロジェクト終了時に全国規模のセミナーを実施したり、また、国際会議等でのプロジェク

ト紹介を行うなど、積極的に広報していくことが重要である。
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４－２　家族計画分野について

４－２－１　相手国の組織・人材資質にかかる留意点

　家族計画／リプロダクティブ・ヘルス（ＦＰ／ＲＨ）については保健省が統括するが、同省

Project Managerには、全体を見渡せ、かつ指導力のある人物をカウンターパートとして選任して

もらうとともに、プロジェクトの実行に積極的で、適切な人物を実働要員として選定してもらう

ことが、プロジェクトの成功のためには必須である。

４－２－２　長期・短期専門家派遣の必要性と種類

（1）家族計画における現状と問題点

　フェーズⅠの山口専門家（ＭＣＨセンター機能強化）によれば、自身が指導している南

ゴール郡のＭＣＨセンターでは、以前指摘されていたようなＩＵＤ挿入に関連した感染によ

る中断（ＩＵＤ除去）はほとんど見られないとのことである。しかし、ＩＵＤやピル、デポ

プロベラなどいずれの避妊法についても、副作用やそれぞれの特徴、メリット、デメリット

などについて適切な説明が行われていないため、たとえば頭痛など本来避妊法の副作用とは

無関係と思われる理由から、その方法を中断したり、別の方法に変更するという傾向が依然

としてあるとのことであった。なお、ＩＵＤはＭＣＨセンターの医師しか挿入することがで

きないため、挿入できる数には制限がある。現在ＩＵＤについては在庫がなくなればカラク

県から入ってくるが、挿入時に使う膣鏡（クスコ）が足りないようであった。

　カラク県のＭＣＨセンターで活動中の保健婦および助産婦協力隊員によれば、滅菌した手

袋や膣鏡はあるものの、ＩＵＤを挿入する医師の基本的な清潔操作ができていないほか、挿

入時に膣炎や頸管炎などの炎症があってもかまわず挿入するなどの問題があり、挿入後膣分

泌物が多いなどでＩＵＤを抜去するケースが多いとのことであった。なお当ＭＣＨセンター

においてはコンドームが最も多く使われており、次いでピル、ＩＵＤ、デポプロベラ、ノル

プラントの順であった。コンドームは医師の手を介する必要がないので、きわめて簡便であ

るが、使用法を徹底する必要があろう。

（2）診療レベル

　山口専門家によれば、妊婦管理におけるＭＣＨドクターや助産婦の診療レベルは低く、問

題が多いようである。たとえば妊娠週数は妊婦管理において最も基本となる情報であるが、

妊婦健診時に各妊婦の妊娠週数を確認することがルーチンには行われていない。また患者の

診察をきちんとしない、診察をしないで薬を処方するなど多くの問題がある。ジョルダン側

の医師はプライドが高く、日本人専門家に教えてもらうという態度に欠けるとのことで、山

口専門家も指導に苦心している状況であったが、妊娠週数の問題に関してはようやくその意
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義がジョルダン側の医師に理解され始めたようであった。

　分娩管理についての情報はほとんど得られなかったが、妊婦管理から類推する限りでは、

かなり問題があるのではないかと考えられる。ジョルダンにおいては妊婦健診はＭＣＨセン

ター、分娩は基本的に病院というような、役割分担が決まっている。しかし両者の間のデー

タのやり取りは何もない状態で、今後の課題のひとつである。

（3）専門家の派遣について

　今回初めて日本人専門家、ジョルダン側カウンターパートなどのＴＯＲや、それぞれの分

野の日本人専門家の qualification が文章化され、議論された。本プロジェクト第２フェーズ

においてＦＰ／ＲＨ分野の日本人専門家に期待されているのは、家族計画のためのカウンセ

リング、ＩＵＤ挿入などに関する技術指導、感染予防（特にＩＵＤ関係）などであり、ジョ

ルダン側のカウンターパートとともに、それらのwork plan を立案し実行することである。

ＦＰ／ＲＨ専門家の qualification については最低５年以上の臨床経験がある看護職員で、途

上国の事情に通じており、過去にＭＣＨやＦＰに関するプロジェクトに関与したことがある

等となっている。ＦＰ／ＲＨ分野で第２フェーズを成功に導くためにはかかる長期専門家の

派遣は必須である。

　ジョルダン側の医師のレベルについての認識は、日本人専門家とジョルダン側の上層部と

の間にかなり隔たりがあるが、少なくとも地方の病院やＭＣＨセンターの医師のレベルは低

く、産婦人科専門医を短期専門家として派遣する意義は大きいと考えられる。

４－２－３　カウンターパート研修の必要性と種類

　ジョルダン側カウンターパートのＴＯＲは、日本人専門家とともにＦＰ／ＲＨ活動のwork plan

をたて、それを実行することであるが、カウンターパート研修としては実際に現地で活動してい

る看護婦（助産婦）や産婦人科医のなかから、プロジェクト遂行に必要な人材を選定し、日本で

の２カ月程度の研修を実施するのが望ましい。

４－２－４　機材供与の必要性と種類

　ＩＵＤなど家族計画に必要な機材は十分供給されている。また視察する機会のあったカラク県

のＭＣＨセンターには日本製の超音波診断装置も設置されていた。しかし血圧計が不足してお

り、血圧の測定法にも問題があるようで、ＭＣＨセンターにはデジタルの自動血圧計を配布する

のがよいのではないかと思われる。超音波診断装置についてはカラク県のＭＣＨセンターの何カ

所に設置してあるかはつかめなかったが、異常を早期に発見し、病院にコンサルトするためには

必要な装置である。
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４－２－５　その他

　ＭＣＨセンターや病院における妊産婦管理のレベルを評価するには、正確な妊産婦死亡率や周

産期死亡率、およびそれらの原因を知る必要がある。第２フェーズのいわゆる準備期間にはこれ

らのデータの収集も必要である。

４－３　ＷＩＤ、収入創出分野について

４－３－１　ＷＩＤ、収入創出分野の組織・人材資質にかかる留意点

（1）ＪＯＨＵＤについて

　ＷＩＤ、収入創出分野はＪＯＨＵＤがカウンターパートである。同財団の前身は 1977 年

に設立されたアリア女王福祉基金（Queen Alia Welfare Fund）である。

　ＪＯＨＵＤはジョルダンの国内ＮＧＯ、国際機関、数カ国のＯＤＡ（オーストラリア・ベ

ルギー・カナダ・ドイツ・イタリア・オランダ・スペイン・スイス・アメリカ・イギリス）

と協力関係にある。

　1980年以来ＪＯＨＵＤは全国に50のＣＤＣ（Community Development Center）を設立し、

各地域のＣＤＣを拠点として地域組織、行政組織をネットワークでつないだＷＩＤを包括的

活動で推進している唯一の国内ＮＧＯである。総裁は故フセイン国王の実妹であるバスマ王

女が務め、Executive Director の管理下に各部門に分かれ、機能している。本部にプロジェ

クト別責任者、各ＣＤＣに Director が配置され運営管理している。（附属資料１）

　以下の領域について各ＣＤＣが統合的に活動している。

・子供のプログラム（栄養、保育所、幼稚園、子供クラブ）

・保健医療サービス（クリニック（歯科を含む診療）、Ｆ／Ｐ、移動クリニック）

・教育と啓蒙（環境、識字、法と人権）

・生産プロジェクト（農業、ハンドクラフト、織物）

・経済効果（トレーニング、エンタープライス、開発、クレジット、市場）

　以上のプログラムのなかにさらに数多くのプログラムを持ち、多角的に関連を保ちながら

活動を展開している。上記の全プログラムを通して女性がエンパワーされることを目的とし

ている。

　プロジェクトフェーズⅠでは特に教育と啓蒙（家族計画）、生産プロジェクト（現在ゴー

ル地区で実施されている養蜂、ヤギ飼育）に協力が行われた。フェーズⅡも引き続き収入創

出活動の強化が予定され、教育と啓蒙、母子保健医療サービスを強化することが合意され

た。収入創出は女性の意識と家庭内での地位の向上に反映される。母子保健を含む医療サー

ビスについて、住民はＪＯＨＵＤ所属のクリニック（医師および助産婦あるいはプラクティ

カル・ナースが勤務している＝ＥＵの協力）を低額で利用可能である。しかし現在のところ
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はまだ無料の保健省母子センターの利用が多い。

（2）ＣＤＣ（Community Development Center）

　カラク県（人口 19 万 6,980 人／ 2000 年１月）に４カ所のＣＤＣが置かれている。ＣＤＣ

にはボランタリーの女性委員会（women’s committee）が組織されており、啓蒙・広報・収

入創出に活動しているが、活動資金源の提供によって活動性が変化する様子である。

　カラク県の人口の34.6％はカラク中心部に集中している。農業を営む者の多くは農業労働

者で占め、聞き取りによると労賃は月額約30～ 40JD（ジョルダン・ディナール／１USD＝

0.7JD）であり、拡大家族がまだ多く存在している。

（3）啓蒙プログラム

　啓蒙プログラムにおいては集団啓蒙セミナーに出席できない人々（物理的・社会的・家庭

的事情により）へのアプローチとフォローアップが必要である。ゴール地区においては、地

域開発推進員（ＣＤＰ）の企画によって、１グループ 10 数人を対象にした啓蒙活動が、

ＪＯＨＵＤクリニックの医師・助産婦の協力を受け、住民のミーティング場所の提供によっ

て実施されており、住民の参加が容易であり参加者のシェアリングが多くなされたというこ

とである。小グループのネットワークが形成されることにより参加者のインターアクション

が活発となり開発が進んでいくであろう。母子保健センターの助産婦やプラクティカル・

ナースの業務にも家庭訪問による保健サービスが含まれており、モダンＦ／Ｐのフォロー

アップは可能と思われる。ＣＤＰは活動を通してエンパワーされる傾向にあり、地域におけ

る女性の意識向上の推進役として成長しつつある様子である。しかし、原則としてはＣＤＰ

はボランタリーなので、その処遇について検討することが今後の活動に大きな影響を与える

であろう。ボランタリーのＣＤＰが自主的に出現するとき真に女性がエンパワーされたと言

えよう。（＊ゴール地区のＣＤＰの主なる業務は啓蒙セミナーの地域住民への伝達と出席へ

の働きかけである。ＣＤＰには現在プロジェクトより毎月 20JD 支払われている）

（4）専門家の要請

　ＷＩＤ領域の専門家として gender と income generation 分野にかかる要請が提出されてい

る。ジョルダン側はスモール・ビジネスやマーケティングの専門家を要望している。地域住

民活動実践経験をもつ収入創出の長期専門家（少なくとも１人が継続して２年）の派遣が必

要であろう。しかしカウンターパートを長期的視点に立ってリクルートする検討がより必要

である。
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（5）研修員

　研修員としては収入創出担当者、ＣＤＰ、ＣＤＣダイレクターなどペアであることが帰国

後の活動展開上望ましく、研修期間は３カ月程度が必要であろう。研修受入組織として、婦

人会協同の食品加工や、お土産用ハンドクラフト生産および家族計画推進運動の経験をもつ

地域組織の協力があると効果的である。

（6）供与機材について

　収入創出に必要な機材の供与が必要である。

　ＣＤＰが啓蒙活動に使用できるパッケージ教材の供与を検討するべきである。

４－３－２　提言

　家族計画に他人がかかわることはどこでも微妙な問題であり、特にイスラム文化圏に限ったこ

とではないと思われる。ただ、イスラム文化圏の国々は、イスラム教を国教としているかまたは

イスラム法を適用しているかによって、婚姻制度、子供の親権等の状況が大きく変わる。

　ジョルダンはイスラム法を適用しているが、全国組織のＪＯＨＵＤが存在し、女性のエンパ

ワーを進めている点は評価される。しかし、国家政策で家族計画を勧められている地域の住民の

感情は微妙であり、住民のなかに入って働く専門家はいろいろな面で慎重を要するであろう。特

に留意を要するのは下記の４点と思われる。

（1）活動にあたってはⅠ期の評価調査結果を十分に活用し、目的達成のための戦略を立てる。

（2）ＣＤＣに配属された専門家のカウンターパートはＣＤＣダイレクターとし、技術移転の

カウンターパートは専門別担当者とする。また専門家は専門部門の本部のダイレクターと

も関連をもてるようにする。（中央と末端の円滑な情報交換のために）

（3）ＣＤＰにトレイナース・トレーニングと住民女性のタレント発掘を行う。

（4）医療関係者、特に臨床領域の専門家（日本国家免許所有者）について、プロジェクトでど

のような業務なら実施可能か相手国の合意を明確にする。
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５．安全対策

　緊急時の連絡網が在ジョルダン日本国大使館で作成され、在留邦人に配布されている。緊急時

には大使館から連絡網を通じて緊急連絡が入ることとなっている。ジョルダンは現在政情は安定

している。しかしながら国内外の情勢から不測の事態が発生する恐れもあり注意が必要である。

特にパレスチナ問題はジョルダンの情勢に変化を及ぼすため、注意する必要がある。

　一般的に治安は安定しており、強盗などの件数も少ないようであるが、マスコミが強盗や盗難

事件を報道することはまれであり、実際に起こっている件数は正確にはつかめない。やはり住宅

を選ぶ際の防犯上の問題や外出時には十分注意が必要である。

　ジョルダンはイスラムの国家であり、イスラムの社会規範を理解し、常識ある行動をとること

が重要である。プロジェクトサイトのあるカラク県はジョルダンのなかでも保守的だといわれて

おり、このことにはアンマンでの生活以上に気を配る必要がある。カラク県の保健局長の話によ

れば、治安上の問題はないものの、これはイスラムの社会規範に気をつけていればということで、

カラクの人たちは保守的であり、日本国内では当然の行為がこの国では奇異にうつるので、状況、

立場をきちんと峻別することが重要であるとのことであった。

　交通安全について、ジョルダンでは交通道徳ができているとは言いがたく、スピードのだしす

ぎ、無理な追い越し、強引な割り込みなどはあたりまえのことである。交差点やカーブでの運転

操作も未熟で、交通事故にあう危険性は高く、細心の注意が必要である。

　最後に医療の状況については、在留邦人は比較的設備・スタッフが優れているプライベートの

病院を利用しているようである。また、救急の場合に 24 時間体制で受け入れてくれる病院もあ

る。ジョルダンの医療水準は、欧米のようにはいかないとしても、かなり高い水準であるが、首

都アンマンと地方の格差は大きいといえる。緊急の場合の医療施設について普段から確認してお

くことも大切であろう。
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④ＰＣＭワークショップ概要（2000 年４月 11 ～ 13 日、16日開催）

１．ＰＣＭワークショップの目的

　本ワークショップは、2000 年６月に協力が終了する家族計画／ＷＩＤプロジェクトの第２

フェーズを計画・立案することを目的に実施されたものである。具体的には、ワークショップを

とおして以下のような成果をめざした。

①ジョルダン政府から正式に提出された要請書に基づき、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス（ＰＤＭ）を使いプロジェクトを具体的に立案すること

ジョルダン政府からは既に正式要請書が提出されている。同要請書を作成するプロセスにおい

ては、第１フェーズでの経験を生かし、より効果的なプロジェクトの実施に向けての話し合い

が関係機関と専門家の間で行われてきた経緯がある。従って、今回のワークショップでは、同

要請書に基づき、ＰＣＭ手法のうちＰＤＭ作成の部分を中心に、より具体的な立案内容を検討

することとした。特に、地域住民を巻き込み、態度や行動の変容などを成果のひとつとしてい

る本プロジェクトの難しさに鑑み、成果を定性的情報を含めどのような指標でとらえることが

適切であるかを考えていきたいとの現地側からの要望を受け、目に見えにくい成果をとらえる

ための指標の検討も行った。

②プロジェクト関係者が一堂に集まり、立案のプロセスを共有することにより、プロジェクトへ

のコミットメントを高めること

本プロジェクトでは、国家人口委員会（ＮＰＣ）、保健省（ＭＯＨ）およびＮＧＯであるジョ

ルダン・ハシェミット人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）の三つの機関が、実施機関として関わるこ

とになっており１、それら機関間の協調はプロジェクトを効果的に実施していく上で不可欠な

要素である。参加型のワークショップをとおして、関係者間で第１フェーズの教訓を含めた情

報を共有し、第２フェーズに向けての体制整備を図る。

1　第１フェーズでは、Ｒ／Ｄの署名団体という意味でのカウンターパートはＮＰＣであり、ＭＯＨ、ＪＯＨＵＤはＲ／Ｄの証人団

体（witness）にとどまっていたが、第２フェーズからは、三機関とも正式にカウンターパートとして共同署名することが予定さ

れている。
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③第２フェーズを実施する上で、今後更に検討を要する事項を確認すること

ＰＤＭでプロジェクトのフレームを確認する作業のプロセスでは、その時点で決定できないも

のや、後で検討を要する事項が出てくることは十分に予想される。2000 年５月には、実施協

議調査が予定されており、同ミッション来訪時もしくはプロジェクトが開始される前後に検討

を要する事項を明らかにし、今後の効果的なマネージメントにつなげていく。

２．日程

　2000 年４月 11 日～ 13 日及び 15 日（計４日間）

３．ワークショップの実施方法

　ＰＣＭ手法を活用した今回のワークショップは、前述したような背景のもと、特にＰＤＭの作

成を中心に「Project Planning Workshop」と称して４日間にわたり実施された。一部参加者の入

れ替えはあったものの、三つの実施機関のキー・パーソンが入り、各日、14名～ 17名の参加を

得た。４日間の主な作業内容は以下のとおりである。（配布資料、参加者リストについては別添

参照）

ワークショップ作業内容

日程

４月11日（火）
10:00－ 16:00

４月12日（水）
9:30－ 16:00

４月13日（木）
9:30－ 14:00

４月16日（日）
10:00－ 16:00

主な作業内容

〔講義〕
　・本ワークショップの位置付け
　・ＰＣＭの概念とプロジェクト・マネージメントのポイント
　・ＰＤＭの構成とロジック
〔ワークショップ〕
　・プロジェクト要約の検討（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動）

〔ワークショップ〕
　・指標と指標データ入手手段の検討

〔ワークショップ〕
　・指標と指標データ入手手段の検討（続き）
　・投入の検討

〔協議〕
　・ＰＤＭのレビュー
〔ワークショップ〕
　・外部条件の検討
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　本ワークショップは、アンマン郊外にあるＪＯＨＵＤの施設である、The Queen Zein Al Aharaf

Institute for Developmentのセミナールームを貸切り行われた。職場から離れており参加者が日常

業務の影響を受けることを最小限にとどめることができたこと、セミナールームの設備（ＯＨＰ、

フリップチャート、白板、大判の紙を貼る壁板等）が整っていたことなどから、効果的なワーク

ショップを行う環境が提供された。

４．ワークショップでの協議内容

　以下に、ＰＤＭの各要素ごとに繰り広げられた議論のポイントをまとめた。

（1）プロジェクト要約の検討

　ＰＤＭのプロジェクト概要、すなわち、「上位目標」、「プロジェクト目標」、「成果」、「活動」

を検討する過程においては、基本的に要請書の枠組みに基づいたため、特に大きな議論はな

かったが、新たに合意された点や今後の検討を要する点については以下のとおりである。

①要請書の上位目標である、「ジョルダン国の人口増加率が減少する」は高すぎるので「スー

パー・ゴール」とし、上位目標を「カラク県の合計特殊出生率が減少する」に変更するこ

とで合意した。

②要請書のプロジェクト目標である、「ターゲット地域において家族計画が推進される」と

いう表現では、具体的に何を目指しているのかがわかりにくいので、「ターゲット地域に

おいて家族計画の実践が増加する」に変更することで合意した。

③活動の検討をとおして、今後さらに検討を要する点について確認した。

・Community Supporting Team （ＣＳＴ）のインセンティブの仕組みの検討

・優先対象地域の選定

・ＣＳＴの役割やＰＲＡの内容は、プロジェクト全体の活動（意識向上、保健、収入創

出）に関わってくるため、プロジェクトチーム内での十分なすり合わせが必要

（2）指標および指標データ入手手段の検討

　本プロジェクトでは、インフラ整備プロジェクトのようにプロジェクトがターゲット・グ

ループに対して決まった形のサービスを提供するものと違い、相手側のニーズを汲み取りなが

ら、相手側にプロジェクトを受け入れてもらうためのプロセスを活動のひとつとして位置付け

ている。また、受益者の意識・行動の変容など目に見えにくい成果が多い。このような特徴に
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鑑み、定量的指標に加え、できるだけ定性的な情報も汲み上げられるように留意した。さら

に、ＰＤＭの基本的な論理では、「成果」の指標は成果を直接捉えるものに限定しているが、

今回は活動の指標も必要に応じ取り入れた。その理由としては、本プロジェクトのようにプロ

セス（活動⇒成果）を適切にモニタリングし、途中で活動内容を調整することが重要な活動の

ひとつになる場合には、活動の指標（通常のＰＤＭには含まれていない）も合わせて明らかに

することにより、ＰＤＭを、モニタリングを含めたマネージメントの道具として活用すること

ができるのではないかと考えたからである。指標に関し、今後更に検討を要する事項は以下の

とおりである。

①指標の入手手段として、ＣＰＲや合計特殊出生率など保健省の統計・情報を提供してもら

う必要があるが、それについては、再度保健省のコミットメントを取りつける必要があ

る。（当日参加していたカラク県保健局長である Dr. Shawawreh はコミットした。）

②成果５の活動のひとつに、適切なモニタリング・システムを確立することがあげられてお

り、その活動にこれらの検討結果が反映される必要がある。

③モニタリングの仕組みを考える上で重要な点は、誰がモニタリング結果をレビューし、活

動にフィードバックさせる権限を持つのか、という点であろう。Technical Management

Committee（ＴＭＣ）と Local Management Committee （ＬＭＣ）の役割や、モニタリン

グを含むマネージメント体制の再確認を行う必要がある。

④今回は、新たな地域のＰＲＡを含めたベースラインサーベイが行われていない段階である

ので、具体的な指標のターゲットは検討できなかった。今後、それら調査の結果を待っ

て、具体的なターゲット（目標値）の決定を行う必要がある。

（3）投入の検討

　投入は、主に必要な人材と施設を確認するにとどめた。具体的な資機材の種類については、

どこの地区を優先的に対象にするのかによって異なってくること、日本側もジョルダン側も、

このワークショップで必要な経費手当てをコミットできないことなどから、今後の検討事項と

した。資機材を考える上では、ベースラインの結果と活動内容に照らし合わせ、真に必要な機

材に限定していく必要がある。

　人材や必要な施設に関しては、要請書に記述されている内容で基本的に合意したが、懸案事

項として以下の２点がある。
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①日本側の調整員のカウンターパートが必要ではないかとの提案が、ジョルダン側からなさ

れた。日本側でそれらの経費は出せないことを説明した上で、ＮＰＣ参加者（Dr. Bakir）

からカウンターパート調整員を出したいとの表明があったが、確定ではない。（その後、

ＮＰＣの局長 Dr. Sarayrah からは否定的見解有り。）

②専門家の執務室については、ＪＯＨＵＤ、ＭＯＨとも合意したが、ＩＥＣ短期専門家の担

当であるＮＰＣは現時点では執務室は確保できないとしている。これまではＪＯＨＵＤが

提供した経緯があり、ＪＯＨＵＤ（Ms. Evelyn）は手配できる可能性はあるとしながらも

ここでコミットできないとのことであった。

（4）外部条件の検討

　外部条件の候補として、「コミュニティーがプロジェクトを受け入れる」あるいは「女性が

経済活動を拒否しない」などのカードがあったが、協議の結果、①コミュニティーに受け入れ

させるための意識向上を行うこと自体が、プロジェクトの大きな柱であること、②ＪＯＨＵＤ

やカラク県の保健局長から対象地域での活動経験を踏まえ特に大きな問題とはならないこと、

などから、外部条件としては取り上げなかった。住民の意識向上自体が成果のひとつとなって

いるケースでは、それらの要因はプロジェクト内でコントロールすべきものであろう。そのた

めには、前述したように適切なモニタリングが必要である。

　また、三つの機関によるコミットメントや協調の重要性が指摘された。ＰＤＭ上では、前提

条件として「三つの機関によるフル・コミットメントが取りつけられること」を掲げた。それ

に関連し、プロジェクト実施中には、プロジェクト内でコントロールすべきこととして、三者

間の協調の必要性を再確認した。

（5）ＰＤＭ（案）

　前述したように、特に指標と投入（資機材関連）については、今後のインベントリー調査、

ベースライン・サーベイなどを経て、再検討や詳細を決定する作業が残されている。資機材に

ついては、プロジェクト目標、成果、活動内容に照らし合わせ、妥当な選定が行われることが

期待される。

５．ワークショップの結果に基づく今後の検討事項（提案）

　ワークショップでは、ＮＰＣ、ＭＯＨ、ＪＯＨＵＤ各機関の局長レベルから現地サイトで活動

しているスタッフまで様々な立場の人が参加した。その意味において、関係者がプロジェクトの

全体像を共有し、活動内容を確認する良い機会となった。一方で、カラク県全体の優先対象地区
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を選定する活動やそれに必要なベースライン調査が始まる前であり、より詳細な活動内容や指標

目標値の設定などを行う段階ではないため、プロジェクト準備期間もしくは開始直後にさらに検

討を要する事項がいくつか明らかになっている。ここでは、それら検討事項を、①Ｒ／Ｄミッ

ションにおける検討・確認事項、②プロジェクト・マネージメントレベルによる検討事項のふた

つにわけて、提示したい。

（1）Ｒ／Ｄミッションにおける検討・確認事項

①実施機関三者間の協調体制の確認

ＮＰＣ、ＭＯＨ、ＪＯＨＵＤの三者間の協調体制を確認するとともに、第２フェーズでは

Joint Steering Committee の元に、Technical Management Committee （ＴＭＣ）と Local

Management Committee（ＬＭＣ）が組織化させることになっている。ＴＭＣは、三機関か

ら選出されるプロジェクト・マネージャーとチーフ・アドバイザー（日本人専門家）から構

成される予定で、三機関による人事、組織化へのコミットメントを再確認する必要がある。

これらマネージメント体制の確立は、第１フェーズの反省を踏まえその必要性が関係者から

提案された経緯があり、その教訓が生かされることが期待される。

②カウンターパートおよび専門家のＴＯＲの確認

各組織からのカウンターパートおよび専門家が、第２フェーズでどのような役割を果たすべ

きかについて、双方で確認する必要がある。特に、第１フェーズの経験に基づき、ワーク

ショップの中でも様々な議論があった。プロジェクトの活動と目標に照らし合わせ、適切か

つ現実的なＴＯＲを作成する必要がある。

③ＭＯＨのコミットメントの再確認

第１フェーズでは、witness という立場であったこともあり、保健省のコミットメントが必

ずしも十分ではなかった。いうまでもなく、ＭＣＨセンターを中心とした保健省の果たす役

割は大きく、プロジェクトの成否を左右する要因のひとつである。幸いにも、今回のワーク

ショップでは、新任の本省ＭＣＨ局長（Dr. Bataynehy）が２日間参加したこと、４日間をと

おしてカラク県のＭＣＨ局長（Dr. Shawawreh）が参加したことなど、本プロジェクトに対

する意識と意欲は高いと思われる。また、活動や指標、投入（人材）の部分についても、ワー

クショップにおいて実施機関としてコミットしていた。これらを再確認するとともに、適切

な人材（カウンターパート）の確保についても確認する必要があろう。
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④ＭＣＨセンターの活動内容（プロジェクトとの関わり）の再確認

ワークショップで出された主な活動内容には、「リファラル・システムの改善」や「モニタ

リング・システムの改善」が含まれている。リファラル・システムについては、第１フェー

ズの当初計画にも含まれていたが、途中で撤回された経緯がある。本省ＭＣＨ局長の話で

は、それらのシステムを含むロジステック・システムは既に存在しており、それとの連携の

もと、カラク県のシステム改善を図りたいとのことであった。これらの連携について再確認

する必要がある。

また、医師についてはＭＣＨセンターに産婦人科医を配置する仕組みにはなっていないの

で、通常ＭＣＨセンターに隣接するＰＨＣセンターの内科医を、ＭＣＨの研修を受けさせた

上で、定期的（パートタイム）にＭＣＨセンターの仕事に従事させたい、という表明があっ

た。また助産婦の役割も大きいことから、助産婦への研修も充実させたいとのことである。

助産婦が、プロジェクトのＣＳＴに加わるのかどうかも含め、これら活動の再確認が必要で

ある。

⑤準備期間における活動についての検討・確認

第２フェーズでは、３カ月間の準備期間が予定されているとのことであるが、限られたプロ

ジェクト期間に鑑み、その準備期間に、カウンターパートのアポイントメントや基礎的な調

査（ベースライン、ＰＲＡなど）を行い、優先対象地域の選定、具体的な機材リストの作成

などを検討する必要があると思われる。具体的にはＰＤＭ上の成果１に関連する活動（１－

１～１－４）がそれにあたる。ＰＲＡの研修や実施は、ＪＯＨＵＤがかなりの蓄積と経験を

持っているので、準備期間中に対応することが可能である（佐藤リーダー談）。

⑥技術移転による人材養成の部分をＰＤＭに明確に位置付けることの提案

今回のケースのように、住民に直接便益を生み出すプロジェクトの場合、ハード分野の技術

移転型プロジェクトとは異なり、技術移転の成果である、日本人専門家によるカウンター

パートを含む相手国機関の人材養成の部分がすっぽりと抜けてしまうことがある（特に

ＰＤＭ上）。今回のワークショップでも、その部分が明確に出てこなかった。（もともと要請

書内容の枠内で考えるというスタンスであったことも影響している。）しかし、ＪＩＣＡが

技術移転の専門家を送っている限り、相手側の人材が養成されているかどうか、専門家が適

切な働きをしているかどうかも見る必要があろう。それによって、適切なカウンターパート

が配置されているかどうか、日本人専門家のＴＯＲが適切かどうか、などをモニターするこ

とができる。例えば、以下のような成果、活動が考えられる。
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〈追加案〉

Output1:Capacity of C/P and related staff to the project of JOHUD, MOH, NPC is

strengthened.

Activity:1-1 Conduct on -the-job training by Japanese experts

1-2 Conduct seminars relevant to project objectives to C/P by experts or outside

consultants

1-3 Dispatch appropriate C/P for training in Japan

1-4 Conduct technical exchange outside country.

（2）プロジェクト・マネージメントサイドによる検討事項

　第２フェーズで、三機関のそれぞれのプロジェクト・マネージャーと日本側のチーフ・アド

バイザーから構成される Technical Management Committee（ＴＭＣ）が組織化されることで合

意している。今後、本ワークショップでの協議結果を踏まえ、ＴＭＣが中心となって、プロジェ

クト開始前に更なる協議が必要となる点は以下のとおりである。

①モニタリング・システムの整備

成果５にあるように、モニタリング体制を整備し、常にプロジェクトを見なおす必要が

あることは、関係者間で合意している。今後は、具体的にモニタリングのデータを、各

成果・活動ごとに誰が責任をもって、いつ、どのように集め、誰に報告し、どのように

プロジェクトにフィードバックするのかといった一連のプロセスを、決定する必要があ

る。

②指標の再検討

ワークショップでは、ベースライン・サーベイの前ということもあり、指標の目標値の

設定や、より具体的な定性的情報の提示に至らなかった。後者に関しては、例えば、「社

会の女性に対する認識や態度が変わる」ということを、対象地域では具体的にどのよう

な事象をもってそうであると判断することができるのか、といった点である。ＰＲＡな

どで対象地域のベースラインを捉えることによりそれらの指標を明確にし、モニタリン

グ・システムへ反映させることが必要になる。

③優先対象地域の検討

対象地域はカラク県全体であるが、例えばＭＣＨだけでも40箇所あり、同じ県内でも社
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会・文化的背景の違いがある。今後、どの地域を優先的に対象とするのかについて、各

ＭＣＨのインベントリー調査やベースライン・サーベイの結果などを参考にしながら、

検討する必要がある。

④ＣＳＴの仕組みと役割の整備

新たにCommunity Supporting Teamをつくるにあたり、インセンティブの仕組みをどの

ように導入することが最適なのかを検討する。また、ＣＳＴの活動内容については、プ

ロジェクトの各成果ごとに様々な活動が考えられるため、具体的に誰がチームに加わり、

どのような役割を担うかについて整備・再確認する必要がある（ＣＤＣスタッフ、助産

婦、ボランティアなど）。また、南ゴールにおいては、プロモーターが活動してきたが、

第１フェーズで何が行われ、何がやり残されているのかについて確認し、それらを第２

フェーズへフィードバックすることが求められる。（家庭訪問の内容が不十分であるとの

指摘あり。）

⑤カウンターパートおよび専門家のＴＯＲの検討

第１フェーズでの経験と、ＰＤＭの目標・活動に照らし合わせて、ＴＭＣにおいてカウ

ンターパート及び専門家のＴＯＲを検討し、各機関による適切な人材配置を確認する必

要がある。

６．ＰＣＭ手法の応用に関する一考察

　今回のワークショップは、第２フェーズのプロジェクト内容を具体的に立案することを目的と

したもので、ＰＣＭ手法でいうところのＰＤＭ作成とプロジェクトのモニタリング体制の整備が

中心となっており、「プロジェクト・チームによるマネージメント・ワークショップ」と位置付

けることができる。参加者も第１フェーズのプロジェクト・チームと各実施機関の意思決定レベ

ルのマネージメント双方から成り、（国民性も反映してか）大変活気があり、かつ実り多いもの

になったと思う。ここでは、「参加型ワークショップ」を特色とするＰＣＭ手法の応用のあり方

を、今回対象となった「家族計画／ＷＩＤプロジェクト」を事例として考察してみたい。

①参加者選定に対する十分な配慮の必要性

　いうまでもなく、参加型ワークショップは、参加者によってその内容が左右される。ワーク

ショップはあくまでも計画立案過程でのひとつの手段に過ぎないとしても、できるだけ有益な

成果をあげるためには、参加者を適切に選ぶことが重要である。今回は、佐藤リーダーの尽力

により、プロジェクトを実施していく上でのキー・パーソンを欠かすことなく巻き込むことが
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でき、ワークショップの成果が上がったとしたら、適切な参加者の選定に帰するところが大き

い。特に、今回のようにプロジェクト・マネージメントの強化を目的としたワークショップで

は、意思決定の権限をもっている人物の参加（権限があるということは裏を返せばコミットで

きる）と、プロジェクト・サイトの現状や専門的なノウハウを持っている人物の参加が不可欠

である。

　今回のケースが理想に近い形で実現できた背景のひとつには、第１フェーズの３年間で日本

人専門家と実施機関関係者との人間関係が構築されていたことをあげることができる。第三者

である日本人が異なった社会・組織に入りこみ、人間関係を構築し、誰がキー・パーソンであ

るかを見極めるには、それなりの時間が必要である。また、それらキー・パーソンに入っても

らうための働きかけが十分に行われたことも、ワークショップの成果につながっていると考え

られる。

②参加型ワークショップの結果を吸い上げるマネージメントの必要性

　参加型ワークショップは、立場が異なった関係者が、ひとつの目標に向かって進むための意

見や具体的な方法を話し合う場として有効である。そのプロセスは、コミュニケーションを高

めたり、チームとしてのコミットメントを高める（チーム・ビルディング）機会として活用で

きるが、もうひとつ重要なことは、その結果をプロジェクトのマネージメント・サイドが適切

に吸い上げ、活用することであろう。（ワークショップをやりさえすれば事が済むのではな

い。）

　今回の事例でいえば、指標のターゲット設定やモニタリング・システムの構築、詳細活動の

決定などには、マネージメントとしての判断が必要である。今回は、Joint Steering Committee

のもと新たに組織化されるＴＭＣがその役割を果たすことが期待されている。決定権限がある

ということは当然責任も伴う。責任を伴う判断がしかるべき組織体制で実施されてこそ、はじ

めて適切なマネージメントが可能になる。その意味において、ワークショップはマネージメン

トを効果的に行うためのひとつの手段に過ぎず、それを吸い上げ、適切にマネージメントをし

ていく体制整備が必要になることを、ＰＣＭ手法を推進しているＪＩＣＡを含め、プロジェク

ト関係者が再認識することが重要ではないだろうか。

③住民を巻き込む社会開発型プロジェクトをＰＤＭ上に計画する際の留意点

　住民を巻き込みながら、地域住民の意識・態度の変化を促していく今回のケースは、ＰＤＭ

上に計画しにくい。なぜならば、ＰＤＭはもともと、社会インフラ整備や施設建設のように、

計画段階から投入と成果の関係が明確なプロジェクトの目標達成度を管理していくための道具

として使われてきたからである。今回のケースでは、投入から成果へのプロセスで、相手側を
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いかに巻き込んでいくのかが大きな活動の一部となる。そのような場合は、投入と成果の関係

を結ぶプロセスをどのように捉えるのかが、プロジェクトをマネージメントする際のひとつの

ポイントとなる。このような特徴を踏まえ、今回のケースのＰＤＭを作成するにあたり、以下

のような点に留意した。

1）プロセスを捉える重要性に鑑み、成果を直接捉える指標のみではなく、プロセスを捉え

る指標（process indicator）も同時に考えるようにした。また定量的指標を補足するよう

に、定性的な情報を、ＰＲＡやインタビュー、フォーカス・グループ・インタビューなど

で取るように工夫した。

2）「住民がプロジェクトを受け入れる」という条件は、このプロジェクトでは外部条件もし

くは前提条件にはならないことを確認した。（受け入れてもらうための活動がプロジェク

トの大きな柱のひとつであるため）また、ベースラインを把握するためのＰＲＡなどは、

調査であると同時に、住民にプロジェクトを受け入れてもらうためのひとつの手段として

捉えることが重要である。

3）プロセス指標を適切にモニターし、必要に応じてプロジェクトの活動の再チェックを行

う仕組みとして、プロジェクト自身によるモニタリングや評価体制の確立を、成果の一部

として明確に位置付けた。
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